
１．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①     満期保有目的の債券
　　　　  償却原価法(定額法)による。
②     その他の有価証券
           決算日の市場価格に基づく時価法による。

(2)  固定資産の減価償却の方法

①　　有形固定資産
　　　　　定率法による。但し、1998（平成10）年4月1日以降に取得した建物及び2016（平成28）年4月
　　　　1日以降に取得した建物附属設備・構築物については、定額法による。
       　なお、主な耐用年数は次のとおりである。
          　建物　　　　　　  8年～50年
          　建物附属設備　　　 　  6年～15年
          　構築物　　　 　 20年～50年
          　什器備品　    　  3年～15年
②　　無形固定資産
          定額法による。
       　なお、耐用年数は次のとおりである。
          　ソフトウエア　　　 　　 5年

(3) 引当金の計上基準

①     賞与引当金
             職員並びに常勤役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する
           金額を計上している。
②     退職給付引当金
             職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生
          していると認められる額を計上している。
③     役員退職慰労引当金
             常勤役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく期末要支給額を計上している。

(4) 消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式による。

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

（2024（令和6）年 4月 1日から2025（令和7）年 3月31日まで）
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２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。　　　　　　　　　　　
（単位：円）

科        目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産

基 本 財 産 引 当 有 価 証 券 4,294,312,630 435,425,022 357,479,280 4,372,258,372
基 本 財 産 引 当 預 金 378,305,589 50,000,000 0 428,305,589

小        計 4,672,618,219 485,425,022 357,479,280 4,800,563,961
特定資産

退 職 給 付 引 当 資 産 22,553,000 25,691,000 22,553,000 25,691,000
空 調 設 備 更 新 工 事 資 金 41,100,000 13,400,000 0 54,500,000
建 物 448,078,895 0 31,179,678 416,899,217
構 築 物 16,054,220 0 1,096,085 14,958,135
什 器 備 品 2,071,711 0 1,282,529 789,182
ソ フ ト ウ エ ア 5,327,608 0 2,450,963 2,876,645

小        計 535,185,434 39,091,000 58,562,255 515,714,179
合        計 5,207,803,653 524,516,022 416,041,535 5,316,278,140

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）

科        目 当期末残高
基本財産

基 本 財 産 引 当 有 価 証 券 4,372,258,372 0 (4,372,258,372) 0
基 本 財 産 引 当 預 金 428,305,589 (9,500,000) (418,805,589) 0

小        計 4,800,563,961 (9,500,000) (4,791,063,961) 0
特定資産

退 職 給 付 引 当 資 産 25,691,000 0 0 (25,691,000)
空 調 設 備 更 新 工 事 資 金 54,500,000 0 (54,500,000) 0
建 物 416,899,217 (416,899,217) 0 0
構 築 物 14,958,135 (14,958,135) 0 0
什 器 備 品 789,182 (789,182) 0 0
ソ フ ト ウ エ ア 2,876,645 (2,876,645) 0 0

小        計 515,714,179 (435,523,179) (54,500,000) (25,691,000)
合        計 5,316,278,140 (445,023,179) (4,845,563,961) (25,691,000)

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
（単位：円）

科        目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建 物 （ 特 定 資 産 ） 1,539,394,246 1,122,495,029 416,899,217
構 築 物 （ 特 定 資 産 ） 125,500,000 110,541,865 14,958,135
什 器 備 品 （ 特 定 資 産 ） 110,241,417 109,452,235 789,182
ソ フ ト ウ エ ア （ 特 定 資 産 ） 12,254,818 9,378,173 2,876,645
建物附属設備（その他固定資産） 8,204,271 5,388,299 2,815,972
什器備品（その他固定資産） 13,284,587 9,780,091 3,504,496
ソフトウエア（その他固定資産） 1,700,000 708,334 991,666

合        計 1,810,579,339 1,367,744,026 442,835,313

(うち指定正味財産からの充当額) (うち一般正味財産からの充当額) (うち負債に対応する額)
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５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。
（単位：円）

科目、種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益
基本財産引当有価証券

第21回キリンホールディングス社債 100,000,000 98,297,000 △ 1,703,000
第45回日本郵船社債 100,000,000 97,139,000 △ 2,861,000

小        計 200,000,000 195,436,000 △ 4,564,000
合        計 200,000,000 195,436,000 △ 4,564,000

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）

内　　　　容 金　　額
経常収益への振替額

減価償却費計上による振替額 36,009,255
三菱創業150周年記念事業費用費消による振替額 5,000,000

合        計 41,009,255

７．資料の当期末残高

資料の当期末残高は、次のとおりである。

区　　　　分 登　録　数 当期末残高
資　　　料

図　　　　　　　　　　　　書 37,849冊 37,849円（1冊1円）

雑　　　　　　　　　　　　誌 103種 103円（1種1円）

一　　　時　　　資　　　料 43種 43円（1種1円）

合        計 －    37,995円
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８．退職給付に係る注記

（１）採用している退職給付制度の概要

　　　　退職給付引当金は、簡便法により退職給付に係る引当金及び退職給付費用を計算している。

（２）確定給付制度

①　簡便法を適用した制度の、退職給付に係る引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　　　期首における退職給付引当金 14,143,000円
　　　　退職給付費用 1,897,000円
　　　　退職給付の支払額 △ 1,469,000円
　　　　期末における退職給付引当金 14,571,000円

②　退職給付に関連する損益

　　　　簡便法で計算した退職給付費用 1,897,000円

９．金融商品関係

金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取り組み方針
　　　当研究所は、資金運用については公社債並びに株式に限定し、投機的な取引は行わ
　　ない。公社債は国内円建ての債券とし、いずれも満期保有目的の債券である。
②　金融商品の内容及びそのリスク
　　　運用資産のうち、公社債・株式については、発行体の信用リスク、市場価格の変動リスク
　　にさらされている。
③　金融商品のリスクに係る管理体制
　　・金融商品の取引は、当研究所の「資産運用規程」に基づき行う。
　　・公社債については、発行体の状況を定期的に把握している。
　　・株式については、時価を定期的に把握している。
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